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l 本側は明治大学経営学i郊の協定校であるフランス・パリのIPAG Busines Scholで行った講義の概要を示
したものである。
2 一一経 常 論 集一一
各国は乱高下しながらも右肩上がりである。投資家には全く魅力がないのである。
図表 ROEの国際比較
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業 39%. オランダ企業 27%.イギリス企業 16%であるが. 円本はわす、か6%に過ぎない。全
.-1本企業はな-IYW1;1になったのか
liil'，の Stewart~文隠は，外 I"q 人スタップの川)J J は， 1本人スタップの能}JliJ卜.にも好;;巳枠を
'J・えゐのではないかと桁摘している υ
2. 日本企業の経営改革の遅れ
現千1・の 1本企業:には， このようにいろいろとIiH出があるが， ここではROEの低さと関連し
て~;\に 'I:jì(:効市内. 'Ii J~IWI: について，詳しく i倫述したいn それは， 1本企業の技術は優れてい
るが. コストがかかりi曲ぎるという IiH芭であるυ
10;<1点3tこ恭づき， 41.にアソブル全1:とj鳴海について述べるならば.アップル社は，アンバンド







体と収益tt!fi 業への特化ììí~ 1I1行として広く導入 3 れたが，アップル社はこの戦略を巧みに活用し
ているのである。こうした h):は。 CFOそしてMIJ:JI民であった TimothyDonald Cookの手腕
と忠われる O イ II rJfの i~Íjiリーは内汚や1/'1. 1ijを :JÎ.-~-N~t!:'f~としているので，労働力コストが安く， 1t~ 
コストでl/:.jた受H{ができるけしたがってアップル引は'I:}(，:コストを1Kil，;X:できるの jiHぷにアップ
ル社は.事正'iHtiJJ;(をliJf究IJI<J1Gに佐1/'・ w.¥'化できるのであるυ
なおこの助合，特に .ifi.:j~: なことは，アッフ。ルネ 1: と i鳴海の企業 I I\J I弘i係が主配 .ftJ.i!， I~j係ではなく.
対力子であるということであゐ υ 従米の多11:1:'1企業べJ日本伶:業がiリタトにj色1'，寸ゐj訪{，;"よ'y門日 .ft 
)，'f!，の|品l係であったが， IdHUiイコー ルノtー トナ一心:ーなの℃あるけしたカ1ついJ.siIlJtよ1'山に1也の
w.業の'Iji(:を'お:{できんし。 さらにこれを'1'1+本卜のJ:J坊に1':会.:cすることも1'，米ゐのであるの






項目 2000.9 2∞1.9 2∞2.9 2∞3.9 2∞4.9 2∞5.9 2∞6.9 2∞1.9 2008.9 ∞9.9 2010.9 2011.9 2012.9 
~よ高 Netsales 1，983 5，363 5，142 6，201 8，219 13，931 19，315 24，∞6 31，柑 42，905 65，225 108，249 156，508 






Gross 2，166 1，235 1，6∞ 1，101 2，251 4，042 5，598 8，154 13，191 11，222 25，684 43，818 68，662 
営業慣用 Operatin8 1，644 1，519 1，612 1，124 1，933 2，399 3，145 3，145 4，810 5，482 7，299 10，028 13，421 
expenses 
営Inc雛omfRe/益lossopemting 522 ・344 ・12 -11 326 1，制 2，453 4，409 8，327 11，140 18，385 33，790 55，241 
税引前畑益
Income(los) bcfore 1，092 ・52 64 81 370 1，808 2，818 5，∞ 8，947 12，0“18，540 34，205 55，163 
provlslon for Income tax 
i当nc期om損e(益~ss7et 186 .25 42 69 266 1，328 1，989 3.496 6，119 8，235 14，013 25，922 41，133 
1練あたり現金配当
Cash dividends deciared 2.65 
per common share 
株主資本総額
Tot.， shareholder's 4，101 3，920 4，100 4，223 5，063 1，428 9，984 14，532 22，297 31，640 41，791 16，615 118，210 
equity 
総資産 Total.ssets 6，803 6，021 6，305 6，811 8，039 11，516 17，205 25，347 36，171 41，501 15，183 116，311 116，064 
1株当たり損益
8aslc earnln8s(1055) per 2.42 ・0.07 0.06 0.08 0.36 1.64 2.36 4.04 6.94 9.22 15.41 28.05 44.64 
ordl川町share
株価のfiI偏
Prlce ranoe per叩 mmm27553189‘ 12376132・ 1236199112331120・198凹5・ 15816250・4876A870・ 17525曲.00. 121052A.珂4178881回61289031503- 247252田86ー 37S0452047-
share 
ROE 
aPvoes，t-atgae x srhetaurern holn defs- 20 .1010206018o 200Z4028.0260300340360 
equlty (%) 
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EMS 専業の他に， EMSとして受託生産を行いながら問機の技術を用いて自社の独自ブラン ド












































































神奈川県瀬沢 1億1.680万 一 パングラディッシュのダッカで人材採
市 円 周






















富城県仙台市 1億円 人材紹介業 ミャンマーで営業許可
せんべいのメ一 明幽
愛知県西尾市 1.000万円ム イスラム市場開拓
口一
福島県いわき 351車6.680万婦人服製造小売 ミャンマーでパンツの製造市
自 日本の食料品で時ヲノンベ~-~王子日本からの果物、農産加7
大阪府大阪市 500万円
アジア進出 工品を硲入販売
第 1に， 日本の大企業は.アジアの企業を「上から回線Jで見下すことは止め，彼らと対等
の関係で連携すべきである。アジアの企業との連携 ・提携に際しては.対等の関係で連携する
ということである。両者にメリッ トがあるような連携である。また地域の発展に貢献するよう
な連携提携でなくてはならないということである。
第2に.系列関係にある下請けの中小規模企業は，大企業から独立して行動すべきである。
第3に，下請け企業は，特定の大企業に依存するのではなく，多くの企業と連携 ・提携すべ
きである。そうすればアジアの成長を自らに取り込むことも出来るし自らが自立的に海外に
進出することもできる。また技術力を活かしてベンチャー企業のような活力も持つことができ
るであろう。
第4は，政府や銀行の対応である。アジア企業と連携している中小・零細企業に多大の支援
一一日本企業はなぜ駄目になったのか一一 9 
をすることである。
小規模企業はすでに挑戦的にアジアに進出している。しかしこれらの企業は資金力も弱く，
情報力も弱い。政府や銀行はこうした小規模企業に資金面と情報面でサポートすべきである。
しかし政府や銀行に依存して失敗した企業は多い。依存のし過ぎは避けねばならない。政府・
行政に求められるべきは大幅・大胆な規制改革である。規制改草によって，チャレンジングな
企業が輩出することこそ， 日本経済活性化の鍵を握っていると雷えよう。
